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1.はじめに 

人工知能（以下、AI）への注目が高まる中、

顔認証(facial recognition)技術は最も代表的

な研究の一つとして挙げられる。わが国でも JR

東日本が顔認証システムを用いて不審者の検知

を行う事例など、顔認証システムが社会に普及

し始めていた[1]。現在わが国だけに留まらず、

世界中で使用されている顔認証システムである

が、その倫理的側面に未だ課題が残る。それは

人種によって認証精度に偏りがある点だ。2020

年 1 月にアメリカのデトロイト市警察が顔認証

システムの誤認識によって罪のないアフリカ系

アメリカ人の男性を逮捕した事件によって、こ

の問題が浮き彫りとなった。さらに 2020 年 5 月

の BLM（ブラック・ライブズ・マター）運動を受

けて、IBM が顔認証や分析のためのソフトウェア

の停止を表明した[2]。これに続くように Amazon

や Microsoft も同様の決断を下したほか、政府

や国際機関も AI の倫理的なコンセンサスの形成

を進めている。2021 年 11 月に採択された

UNESCO の AI 倫理勧告では、「人種や肌の色、家

系、性別、年齢、言語、宗教、政治的見解、国

籍、民族、社会的起源、出自の経済的又は社会

的状態、障害、その他の立場に関係なく」AI が

利活用されることに繰り返し言及している[3]。

AI 又は AI を用いた顔認証システムに対する倫理

的課題が浮き彫りになっている現在、顔認証シ

ステムが安全に社会で利活用されるために何が

必要かを検討する必要がある。 

本研究では、AI を用いた顔認証システムのデ

ータバイアス問題に触れつつ、AI の利活用時に

人間が無意識に持つ潜在バイアスの減少の必要

性を主張する。また人間の持つ潜在バイアスの

減少のために、行動経済学のナッジを活用した

解決モデルを作成する。 
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2．顔認証システムが抱えるデータバイアスの現

状と人間の持つ潜在バイアス 

 前述のとおり、顔認証システムは人種、つま

り肌の色によって認証の精度に偏りが生じる。

米国国立標準技術研究所（NIST）による顔認証

技術における人口統計学的調査についての言及

では、アフリカ系アメリカ人女性に対する誤認

識率が高く、冤罪を招く危険性が高いことが述

べられている[4]。 

現在、このような誤認識率を限りなく低くす

るべく研究が進められているが、たとえそれが

実現した社会でも顔認証システムには未だ課題

が残るだろう。なぜなら人間が意識しないうち

に抱いてしまう偏見（以下、潜在バイアス）が

安全な利活用を阻害する恐れがあるからだ。そ

れを最も示唆している事例が、AI 再犯予測シス

テム「COMPAS」である。再犯の高リスク判定が

黒人に偏るという問題の理由はデータセットが

人間の潜在バイアスを反映させている点にある。

すなわち、「犯罪者としての黒人」という過去

長い期間を通じてアメリカ社会で存在し続けた

バイアスにより、COMPAS 自身も「人種と犯罪」

という関係性におけるバイアスを強化している

のである[5]。AI を用いた顔認証システムの安全

な利活用のためには、人間社会に根付く差別を

助長する潜在バイアスを減らす必要がある。

我々はこの人間の持つ潜在バイアスを減少させ

ていくために、行動経済学のナッジ理論の活用

を提案する。 

 

3.ナッジを利用した潜在バイアスの減少モデル

の提案 

ナッジ（nudge）とはその言葉通り「肘で軽く

突く」という意味をもち、行動経済学上では

「選択の自由を維持しながら人々を望ましい方

向に導く」仕組みを指す[6]。ここでは、サステ

ィーン氏が提示する 2 つのナッジの区別ごとに

それぞれモデルを提案する。1 つ目は人々が自分

自身の行為主体性の力を高めることを目的とす
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る「教育的ナッジ」、もう 1 つは人間の脳に直

感的に働きかける「非教育的ナッジ」である[7]。 

 

3.1 教育的ナッジ：IAT の活用と潜在バイアスの

自認 

教育的ナッジの一案として我々は IAT(Implicit 

Association Test: 潜在連合テスト）を活用してい

く。このテストでは、「白人-黒人」「良い-悪

い」という組み合わせを用意し、評価対象を画

面の左上又は右上どちらかに分類するテストを

行うことで潜在バイアスを測定することができ

る。無意識下で強く連合する言葉の分類作業を

通じて、固定観念や偏見、差別を見極めること

が出来る。 

 

 
図 1：IATのテスト画面例[8] 

 

我々は顔認証システム使用者、特に AI の出し

たアウトプットに基づく意思決定をする者に対

し、IAT の受講を義務づけることを 1 つ目の潜在

バイアス減少モデルとする。IAT を受講すること

で自身の潜在バイアスを自認し、それに基づい

た行動を減少させることが期待できる。 

 

3.2 非教育的ナッジ：ポスター掲示による視覚

的効果 

視覚情報によって与えられる影響は大きいた

め、我々は視覚効果を用いることで人々がもつ

潜在バイアスに直感的に訴えることが可能にな

ると考える。実際に視覚的ナッジの成功事例と

して、京都府宇治市役所の取り組みが挙げられ

る。施設の出入り口に設置した消毒液の使用を

推奨するため、人々を誘導する黄色い矢印を床

に貼り付けた。その結果、消毒率が 9.7%向上し

たという。矢印という視覚的ナッジによって

人々が無意識的に誘導されていることがわかる

[9]。 

上記の例のような視覚的効果は人々へのナッ

ジとして有効である。そこで我々は非教育的ナ

ッジに基づき、肌の色が異なる人間が一緒に写

っているポスターの掲示を 2 つ目のバイアス減

少モデルとする。図 2 では視覚的ナッジのため

のポスター例を掲示している。以下のように、

非有色人種と有色人種のクローズアップした顔

写真を並べることで、二者の間には肌の色以外

には何ら差がないことを閲覧者に示唆する。こ

れによって直感的な人種差別を助長する潜在バ

イアスの減少が期待できる。 

  

 
図 2：視覚的効果のためのポスター例[10] 

 

4.終わりに 

本研究では、AI を用いた顔認証システムの安

全な利活用のために、人間による差別を助長す

る潜在バイアスに着目し、減少させるためにナ

ッジを用いて 2 つの潜在バイアス減少モデルを

提案した。今後は提案した 2 つのモデルによる

実施効果をより具体的に観察し、議論を深めて

いく予定である。 
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